
2023年の日本の景気については、原材料・仕入価格、エネルギーのさらなる価格高騰、新型コロナウイルスの感染再拡大の影響など引き続き
経済社会情勢の混迷が継続すると予想され、楽観視できない状況が続くと思われます。
今回は2023年の日本の景気、自社の業績動向、事業環境など、どのように見通しているかについてアンケートを実施いたしました。

2023年（令和５年）の経営見通し
原材料やエネルギー価格の高水準での推移、人件費の上昇、円安の進行による輸入コストの上昇など、企業を取り巻く経営環境は厳しさを
増しております。こうしたなか、政府は9月の「価格交渉促進月間」を契機に、下請中小企業が様 な々コストの上昇分を取引先に価格転嫁できるよう、
企業の価格交渉を促進しています。そこで、今回、中小企業の価格転嫁などの動向についてアンケートを実施いたしました。

コスト上昇に対する価格転嫁の動向について

調査時期／2022年11月11日～11月30日　　調査対象企業数／1538社　　有効回答数／449社　　有効回答率／29.2％　　※四捨五入の関係で構成比の合計が100にならない場合があります。調査時期／2022年11月11日～11月30日　　調査対象企業数／1538社　　有効回答数／442社　　有効回答率／28.7％　　※四捨五入の関係で構成比の合計が100にならない場合があります。

Q5
2023年の事業環境を展望したとき、貴社にとっての経営リスクは何ですか。　※最大3つ選択

Q1
貴社では、2023年の日本の景気を
どのように見通していますか。　※1つ選択　 Q2

貴社では、2023年の自社の業況（景気）を
どのように見通していますか。　※1つ選択　

Q3
2023年において貴社の売上額の伸び率は、
2022年に比べておおよそどのくらいになると
見通していますか。　※1つ選択　

貴社では、自社の業況が上向く転換点を
いつ頃になると見通していますか。　※1つ選択　Q4
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Q5
今後においても原材料やエネルギー価格の高水準での推移、人件費の上昇、円安の進行による輸入コストの上昇などの
状況が続くと思われます。貴社は価格転嫁以外でどのような対策を講じたいと思いますか。　※最大3つ選択

Q1
貴社のコストが上昇している最大の要因は
何ですか。　※最大2つ選択 Q2

貴社の主となる商品・サービスにおいて、
コストの上昇分を販売価格やサービス料金に
どの程度転嫁できていますか。　※1つ選択　

Q3
貴社が価格転嫁の交渉を行なうにあたり、
阻害要因は何ですか。　※1つ選択　

円安の進行は、一般的に輸入取引においては
不利な状況にはたらきますが、輸出取引においては
有利な展開となると言われています。貴社にとって
円安と円高を比較した場合、どちらにメリットを
感じますか。　※1つ選択　

Q4

価格交渉の場
（機会）がない
6.7%

円高

31.2%

80％程度

18.3%

100％
（すべて価格転嫁できている）
8.9%コストは上昇していない

1.6%

わからない
10.7%

コストは上昇したが、
価格転嫁する
意思はない
6.4%

0％
（全く価格転嫁
 できていない）
17.1%

既に価格転嫁を
行っているが、
更なるコスト高に
直面している
18.2% 為替動向の

影響は受けない
11.2%

その他
11.8%

わからない
11.7%

取引先との力関係
（価格の決定権がない)
17.3%

円安
8.3%

値上げにより主力商品、
サービス等の需要、
売上減少が懸念される

23.0%
他社に仕事を
奪われる恐れがある

23.0%

61.1%が
悪いと回答

20％程度
15.1%

どちらとも言えない

37.6%

50％程度

21.9%

64.2%が
価格転嫁
できている
と回答

31.2%が
円高と回答

原材料価格の上昇

エネルギー価格の上昇

円安の進行

人件費の上昇

輸送コストの上昇

全く影響がない

その他
0 10 20 30 40 50 60 70 80

78.7%
38.5%

17.9%

25.6%

9.0%

2.5%

2.5%

その他の回答
▶社内の効率化による自助努力 【製造業】
▶同業他社との差別化(主に技術面) 【建設業】
▶節約できる部分は節約、増加を狙える部分は拡大 【小売業】　
▶新規販路の拡大、既存事業の高付加価値化 【サービス業】
▶社員教育によるサービスレベルの向上 【サービス業】
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